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地方別に見たタイの国内人口移動

一労働力調査データに基づくミクロ実証分析一
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Thepurposeofthispaperistoshowtheregionaleffectsonthedecision一makingofdomestic

migrationinThailandduring1990，S，uSingmicroindividualdataset（LaborForceSurvey1991－2000）・

Theresultoflogitestimationshowsthatthedegreesoftheeffectofthevariables，educationand－SeX，

ondomesticmigrationaredifferentfromeachnativeregion・Itfollowsfromthisthatthedecision－

makingofdomesticmigrationareaHectedbyseveralregionalfactors，naturalecosystemand

industrialstructure．

1．はじめに

経済の発展段階において，ほとんどの国が，農村部から都市部への低廉な労働力移動という現象を経

験する。本稿で取りあげるタイも例外ではなく，1970年代後半以降から，都市一農村間での所得格差が

大きな移動要因となり，とりわけバンコクへの移動を中心とした向都移動が，短期的な出稼ぎから，

中・長期的な移動まで，多様な形態を伴う人口移動流として絶えず観察されてきた1。無論，人口移動の

決定は，所得水準の違いだけではなく様々な要因によって促されるものであり，個人属性，世帯属性の

影響は大きい。このため，性別，人種やネットワークの存在の有無といった要因を計量分析の説明変数

として採用し，人口移動の規定要因を分析する研究の蓄積は進んでいる（早瀬編著（2002），DeJonget

al（1996）等）。

これら要因に加えて，本稿では地方・地域属性を重視した分析を行いたい0通常，タイ研究の文脈で

「地方」とは，中部タイ（バンコクを除く），北タイ，東北タイ，南タイの4地方にバンコクを加えた5つ

の地方として定義される20それらの地理区分は図1のように表されるが，こ
鵜‾国王が南北

に長く，隣り合う国々も様々であり，文化，自然環境などの差違が地方によって大きく異なることが容

易に想像できる。つまり，このような多様性を持ったタイでは，出身地方ごとに経済構造，文化・社会

構造，自然生態環境などが異なるために，国内人口移動に影響する様々な規定要因（性別，学歴，職業

など）が，その影響の程度を異にする可能性が高いと考えられる。つまり，同じ教育水準，年齢であっ

たとしても，出身地方の違いが人口移動の意志決定に及ぼす影響が大きければ，北部地方出身者は移動

を行うが，東北地方出身者は移動を行わないかもしれない。また，
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図1タイ全図

バンコクでの就業構造には，出身地方による職業，居住地域の棲み分けが存在していることを指摘する

研究もある（松園（1998），CUSRI（1999），NSO（1999），栗田（2003）等）。

そこで本稿では，タイ国家統計局が行った労働力調査（LaborForceSurvey：LFS）の個票データ10

年分（1991年から2000年）を用い，人々が農村から移動する場合に，移動を促進，または抑制する要

因は何か，あるいは移動を選択する要因は何か，を先行研究などで言及されている人口移動の規定要因

などをもとに明らかにし，そしてそれら要因の影響が出身地方毎に異なるのかどうか，を検証する。よ

り具体的には，農村を起点として出身地方の別によってデータを4つに区分し（バンコクは都市地域の

みのため含まれない），出身地方ごとに多項ロジットモデルによる計量分析を行うことで，出身地方ごと

の違いを議論する。

タイの国内人口移動に関するミクロデータを用いた計量分析には，これまでいくっかの研究蓄積があ

る0それらは主に使用するデータの違いによって2つに区分できる。まず，InstituteforPopulation

andSocialResearch（IPSR）ofMahidoIUniversityによる人口移動調査（NationalMigrationSur一

雨）‾のデニ‾夕‾を用‾いた研究が着駅。移動分析を行うて1号念頭古設計盲寓た調査であり，パ京元

データとなっている点は珍しい。この人口移動調査のマイクロデータをもとにCurranetal（2005），De

Jongetal（1996），DeJong（2000），Osaki（1999）などでは，主に性別による移動性向の違いに議論の焦

点をあて，分析を行っている。二番目は，本稿と同様の労働力調査の個票データを用いた研究である。

田部（2002）では労働力調査（1994年から1996年）を用いて，バンコクへの移住労働者の就業確率と，

それらに同一の出身地方者が存在する効果（近隣効果）がもたらす影響を分析している。Yamauchi

（2004），木村（2004）等の研究では，労働力調査を用い（1994年～1996年），開発途上国における農村か

ら都市への労働移動を人的資本への投資という側面から検討している。都市での就業によって得られる
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賃金をシグナルとして，都市就業機会，それらに対する自らの未知の適正に関して学習する過程をモデ

ル化し，・分析を行っているoMachikita（2004）では，「個人が大都市に移動することで生産性が高まる」

という移住学習仮説を，キャリア選択モデルを構築した上で労働力調査（1994年～1996年）を用いて

検証している。また，個票データを用いた研究ではないが，渡辺（1988），（1991），（1992），（1997）の一連の

研究では，労働力調査の調査報告書やセンサスの集計値などを用い，人口移動における季節性の影響や

1960年から1990年における30年間のタイの国内人口移動に関して，主にタイ全体の経済発展との関

係に着目し，概略的な整理を行っている0

しかしいずれのミクロ分析においても，扱う時期が数年程度と短い0また渡辺の一連の研究も1980

年代までの分析が中心であり，1990年代のタイの国内人口移動を網羅的に分析した研究蓄積は，ミク

ロ，マクロ分析双方において少ない。本稿では，1991年から2000年にわたる1990年代の時期全てを

網羅する大規模個票データを用いており，これらの先行研究とは，扱うデータの分量，期間という点で

異なる。また，本稿のように，出身地方の違いや移動の形態（農村間移動，向都移動の別や地方内，地

方外移動の区別など）し′の違いに焦点をあてた研究は少な撮　－

なお，本稿で用いられる人口移動の概念は，分析に用いる労働力調査での定義に従い，「過去5年未満

において，居住地の変更を行った13歳以上の者」と定義される0この労働力調査の定義では，「居住し

ている場所の変更」が移動と定義され，前居住県や前居住地域，並びに移動理由についての質問項目が

設けられている。1しかしこの定義に従うと，調査時点において；出稼ぎ等で，居住地を変更している者

にとっては，その出稼ぎが移動と見なされてしまうため，短期の季節雇用労働者等の移動を含んでしま

ぅ可能性が高い。このため，本稿での分析においても，季節雇用労働者等が「人口移動を行った者」の

ヵテゴリーに含まれる可能性があることを付記しておく。

最後に，本稿の構成だが，まず第2節では，モデルとデータの解説を行い，第3節で，実証分析の結

果とその考察を行う○最終節では議論のまとめを行う0

2．データとモデル

2．1労働力調査について

労働力調査は，タイ国家統計局が1963年より行っている調査である0本調査の目的は，国民の就業

及び不就業の状態，並びに労働者の基本的属性などを明らかにすることにある。調査開始当初は，対象

元表示六二示‾示言元示高画面画面哀‾あ画香車あ‾っ‾た謙抑年から憫㌻年ま‾での13年間‾

は，調査時期を「農閑期」（1～3月）と「農繁期」（7～9月）の2ラウンドに分けて調査を行っており，

対象地域も全国をカバーするようになった。1984年から1997年までの14年間には，2月，5月，9月

に調査を実施する3ラウンド体制となり，1989年と1994年にはサンプル数が増加された30また1989

年には労働人口の定義が11歳から13歳へと変更されている01998年から2000年の3年間は11月

にも調査が実施され，4ラウンド体制となった0なお2001年からは，月次ベースの調査となり，労働人

口の定義が13歳から15歳へと変更され，現在に至っている。

調査方法は，層化2段抽出法を採用している。例えば，2000年の調査では，全国を76の県と3つの
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地域（都市区域（MunicipalArea），衛生区域（SanitaryDistricts），非都市区域（農村区：Non一municipal

Area））で層化した。次に，センサスの調査区を第一次抽出単位とし，96，203調査区の中から人口数を

考慮しながら5，620調査区を比例抽出している。

質問項目は，性別や年齢，学歴，続柄，世帯人員数といった個人属性，世帯属性などと一緒に，より

詳細な就業に関する項目を調査している。なお，移動に関する質問項目は，ラウンド1とラウンド3に

おいてのみ，調査されている。このため，本稿の分析においては，このラウンド1とラウンド3のデー

タを結合し，一つの年度として使用している。また，労働力調査はパネルデータではないので，1991年

から2000年までのデータをプーリングして分析を行っている。ロジカルチェック，異常値の除去等の

基本的なデータのクリーニングを行った後に，所得分布で見た上下1％のサンプルを除外した。

2．2　多項ロジットモデル

本稿の目的である人口移動の規定要因が地方の別によってどのように異なるのかを，議論していくた

めに，出身地方の別によってデータを4つに分類して分析を行った。分析モデルは，人口移動要因分析

に－おいて典型的なモデルである多項ロジットモデルによっ－て，」農村居住で移動電し…恥農村から農村

への移動＝1，農村から都市への移動（同一地方内）＝2，農村から都市への移動（地方外）＝3）4という

人口移動状況を示す変数を被説明変数として分析をおこなった。なお，分析に用いたデータの解説，記

述統計に関しては，表1を参照されたい。

この被説明変数の分類は，農村から都市へという向都移動が産業構造の変化や一国の経済発展を考え

る上で最も主要な人口移動形態であることと，先行研究によって指摘されている農村問での移動もま

た，タイの国内人口移動を考える上で重要な移動形態であることを考慮したことによる。また，「農村か

ら都市への移動」と一口に言っても，近隣の都市へ移動することと，異なる地方の都市へと移動するこ

とは意志決定において異なる意味を持ちうると考えられるため，「農村から都市への移動」を更に地方内

移動と地方外への移動の2つに分類する。

まず，人々の移動選択に関して，その決定が，労働者の属性や世帯内部要因と労働者を取り巻く地域

経済・社会要因の状況下で，効用最大化に基づく合理的な選択の結果であると仮定する。ここで，労働

者の属性や世帯内での内部要因として，人的資本モデルなどでよく用いられる変数である年齢，教育，

性別などの変数が考えられる。年齢に関しては，移動の意志決定に際して，移動者のライフステージが

与える影響は極めて大きいことが知られている（Rogers（1984））。

また，移動の決定に際して，教育水準は極めて重要な要因であると考えられる。先行研究からは，移

動者の平均的な教育水準は移動を行わないものに比べて高いことが知られている。更に，発展途上国の

都市部においては，学歴や就労経験などの有無によって，参入できる労働市場がフォーマルな部分とイ

ンフォーマルな部分とに分断されている場合が多い5。末虞（1997），田坂（1998）らの研究によれば，タイ

の労働市場が学歴によって階層化されており，学歴の高低による所得格差が非常に大きいこと等が示さ

れている。また，学歴の高低だけではなく，同じインフォーマル部門においてもネットワークの存在な

どによって就業できる職業等が異なることが考えられる。ここから教育と職種の違いを分離して議論す

ることが必要になる。よって，説明変数として，教育水準と職業階層を採用した。なお本稿の議論では，
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表1記述統計量

説明変数

年齢 （平均値）

世帯人員数 （平 均値）

中部 タイ　　 北 タイ　　 東北 タイ　　 南 タイ　　　 全体

3 5 ．7 2　　　 36 ．16　　　 3 5 ・0 7　　　 3 5・63　　　 3 5・5 6

4 ．4 6　　　　 3．9 9　　 ・ 4 ・55　　　　 4・5 9　　　　 4・4 1

55．46　　　　55．78　　　　55・21　　　55・45

44．54　　　　44．22　　　　44・79　　　　44・55

世帯主
配偶者

続柄　子息（既婚）
子息（未婚）
その他親族，使用者

未婚

婚姻　　既婚
離婚，死別等

低学歴

学歴　　中学歴
高学歴

専門・技術職業
経営・管理職業

事務職業
商業・セールス職業

職業　農林水産業

炭坑作業員
通信・運輸業
職工・生産労働
サービス業

37．32　　　　　40．13

霊霊　‡雲霊
8．72　　　　　7．80

12．41　　　11．32

25．33　　　　19．99

38．17　　　　　38．30

21．54　　　　　25．71

▼17．21‾　　　18．m

8．60　　　　　7．07

14．50　　　　10．24

38．43

23．15

17：59

8．21

12．62

21．94　　　　　22．81

68．64　　　74．44　　　72・90　　　71・81

22．42

72．08

6月3　　　　5．57　　　　5・12　　　　5・45　　　　5・50

58．14　　　　　65．33

31．72　　　　　27．62

10．13　　　　　7．00

3．21　　　　　2．60

1　4　　　　　　2

3　6　3　83　1　4　1

1　3　0　8

0　81　90．3．

58．85　　　　　57．07

35．20　　　　　32．97

5．97　　　　　9．96

4　7　90　0　1

L

　

7

　

8

6
2　4　4　4

0　2　4　80　2　5　2

1

0
1
0
5
0
2
8
0
2

7
4
8
4
．
1
．1
0
3
0

2
1
1
9
5
0
3
3
3

6
1

9　4　7　6　9　85　7　0　7　0　18　1　0　2　8　3

6　　　　　　1

1 9 9 1 1 9 9 2 1 9 9 3 1 9 9 4 1 9 9 5

全 サ ンプ ル数

分 析 に用 い た サ ンプ ル 数

186 1 0 5 1 8 3 4 4 3 1 7 3 4 8 8 3 6 1 7 1 3 3 5 2 7 1 1

3 9 9 4 4 4 1 7 7 8 ． 39 6 2 6 6 8 8 4 3 6 7 3 4 0

1 9 9 6 1 9 9 7 1 9 9 8 1 9 9 9 2 0 0 0

全 サ ンプ ル数

．分 析 に 用 い た サ ンプ ル数

3 45 7 4 8 3 5 1 2 4 7 3 3 8 3 3 4 3 3 2 3 3 5 3 2 6 4 7 0

6 5 1 8 6 6 6 2 7 2 6 3 6 7 4 6 0 7 2 5 6 0 4 1 9
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教育の高低を，データの分布なども考慮しつつ，3段階に分類した。低学歴層は，初等教育下級修了以下

の教育水準を有する者（就学経験なしもここに含まれる），中学歴層は，初等教育上級と中等教育下級の

教育水準を有する者，そして高学歴層は，中等教育上級以上の教育水準を有する者，とした6。

また，発展途上国において，女性移動は主に婚姻移動や家族との随伴移動など，非経済的な要因によ

るものが大きかった。しかし，都市圏での工場労働者やバンコクでの短期・中期的な出稼ぎ型の労働者

などには，地方からの女性労働者も数多く観察され，雇用機会を求めて農村から都市へと移動する女性

が増えていることが伺える。また，Curranetal（2005），DeJongetal（1996），DeJong（2000），Osaki

（1999）らの研究によれば，性別によって人口移動のパターンや移動後の就業機会，職業などが異なるこ

とが述べられている。この様な状況で，女性の教育水準や配偶関係，世帯の状況などの要因が，人口移

動にどの様な影響を与えているのかを分析し，男性との違いを議論することは興味深い。よって，性別

ダミーを用いた分析を行った。

更に，結婚の有無や世帯主であるかどうかといった続柄の違い，世帯内人員が多いか少ないかといっ

た世帯内の家族構造の違い等は，先行研究においてもよく用いられている変数である。よ－って，－それら－

も説明変数として採用した。また，各年度のマクロショックをコントロールするために，年度ダミーに

よる調整を行っている。

この様な意志決定の選択肢が3つ以上の場合に用いられる多項ロジット・モデルの一般化は以下の

ように記述できる。

戟＝P（坑＝刃gi）＝
exp（叫）
5－1

∑　exp（Uが）
ノ＝0

ノ＝0，1，2，……，5－1

勒0＝0，γが＝耳好色　ブ≠0

ここで，筏は，労働者iの移動確率を表し∴梅は労働者iの属憶，世帯内部要因や地域経済・社会要

因を意味する説明変数ベクトルである。上式から得られる尤度関数を最大化することで各パラメータが

推定される。なおβはパラメータベクトルである。

なお，個人属性に関する変数は全て調査時点でのものであり，移動前のものではない。労働力調査に

は移動前の個人属性に関する質問項目はないため，例えば，移動前と移動後に職業が変化しているサン

プルや世帯構成の変化　並びに婚姻関係の変化などが生じている場合には，それら変化を捉えることは

出来ない。計量分析結果の解釈には，これらデータの限界をふまえて行うよう注意した。

3．実証分析

3．1農村間移動

表2は，多項ロジット分析の結果で，各説明変数のオッズ比がそれぞれ示されている。統計的に有意

でオッズ比が1より大きな場合は，移動の確率に強いプラスの効果を持ち，1より小さい場合は移動の

確率に強いマイナスの効果があることを示している。なお，ベースカテゴリーは「農村居住で移動経験

がない」サンプルを採用した。
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（農村問移動）
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分析は大きく3つ（農村問移動，地方内向都移動，地方外向都移動）に分かれているため，本項では，

まず農村間移動の分析結果について概観する。

最初に「農村間での移動」について見てみる。4地方ともに，年齢の項は1次項がマイナス，2次項が

プラスに有意であり，年齢に関しての非線形性が伺える。Rogers（1984）の人口移動モデル等が指摘す

るように，人口移動が持つ意味は年齢の高低によって様々に変化する。年少期には，随伴移動などが多

くなるだろうし，20代などの若年齢層では就学や進学による移動が顕著に見られ，人口移動者数もピー

クとなる。そしてその後の30代前半にかけては婚姻による移動の影響も見られるが，その後の移動は

減少していく。本稿での分析では年少期のサンプルは含まれないため，若年齢期に移動のピークを迎え，

その後移動者数が減少していくというライフサイクルプロセスを反映した結果といえる。

「世帯人員数」は中部タイ，北タイでは有意ではないが，東北タイ，南タイでは負に有意となった。負

に有意とは，世帯内人員数が多いほど，農村問移動のインセンティブが弱くなるということだが，地方

によって違いが見られる結果となっている。

一「女性」ダミa－（レファレンスゲル昌プは男性サ∵／7㌧レ）は，全ての地方で負に強く有意－となっており，

女性であることは農村間での移動確率を低下させる傾向があることがわかる。オッズ比の値をみると東

北タイでは，その値が最も大きく，他地方よりも農村間移動への性向が低いことが伺える。

「配偶者」ダミー（レファレンスグループは世帯主サンプル）は，中部タイのみマイナスに有意となり，

その他地方では，北タイ，東北タイがマイナス，南タイがプラスとなったが，それぞれ有意ではなかっ

た。また，「子息（既婚）」，「子息（未婚）」ダミーは，全てマイナスに強く有意な結果となっている。配

偶者や子息は，世帯主の移動に伴って，移動するケースが多く見られる。よってこの結果は，レファレ

ンスグループである世帯主は単身で移動するケースもあるために，世帯主の移動と比較して配偶者や子

息の移動性向が低くなっていると推測される。また，「その他の親類，使用人」ダミーはプラスに有意と

なっている。この結果は，親類や使用人が同居や仕事をするために移動をしてきていることの影響と推

測される。

各婚姻ダミーは，「未婚」がレファレンスグループになっている。「既婚」，「離婚等」ダミーは，とも

にプラスに有意となり，婚姻経験があるサンプルは，農村間移動の確率を上昇させる傾向があることが

わかる。これは，レファレンスグループが「未婚」であることや婚姻状況が移動後のものを表している

ことを考えれば，未婚者が婚姻のために移動をして既婚者となったケースや，離婚などに伴い自らの出

身地方に帰省する といった影響を受けている可能性がある。

学歴ダミーは，「低学歴」ダミーをレファレンスグループとしている。4地方で「中学歴」，「高学歴」

ダミーともにプラスに有意であり，係数は高学歴の方が高く，学歴が高くなるほど，農村問移動を行う

傾向が高いことがわかる。

職業ダミーは，「職工・生産労働者」ダミーをレファレンスグループとしている。農村間移動のため

に，「専門・技術職業」，「経営・管理職業」，「事務職業」ダミーなどの，都市型とでもいうべき職業に従

事しているサンプルに関しては，各職業ダミー変数が農村問移動の確率にどのように影響しているのか

は定かでない。しかし，例えば「専門・技術職業」に含まれる医者や教師，教育スタッフなどが農村問

－256－



地方別に見たタイの国内人口移動一労働力調査データに基づくミクロ実証分析－

を移動するケース（勤務地の移動等）があり，「専門・技術職業」ダミーは4地方で有意にプラスとなっ

ている可能性がある。また「商業・セールス」ダミーでは，店舗などを構え商売を営むと言った店舗経

営主などが含まれる○これらの業種は職業形態の性格上一カ所に留まり商売を行う可能性が高い0

よって，マイナスに有意となるケース（北タイ，東北タイ）が多いと考えられる0「農林水産業」ダミー

は中部タイのみでプラスに有意，その他3地方ではマイナスに有意となっており，中部タイ出身の農林

水産業従事者は，その他地方の出身者と比較して，農村問移動の性向が強いことがわかる0しかしこの

結果は，本稿における移動者定義の影響を受けている可能性が高い0タイの工業化パターンは，しばし

ばバンコクや周辺の中部タイへの一極集中化プロセスとして称される0これら工業化のプロセスに伴っ

て，他地方からバンコクや周辺の中部タイにある工場などへ組み立て工などとして働きに来た移動者が

中部タイには多数存在している70彼らは他地方出身者なのだが，一定期間を中部タイで過ごした後に出

身地方へと帰還したサンプルを，本稿の分析では「中部タイ出身者」として定義している可能性がある。

そして出身地方の農村へと帰還したサンプルが，農林水産業に従事している場合には，中部タイ出身者

の「農林水産業」ダミーのみがプラスに有意になる可能性は高い80

3．2　地方内向都移動

次に，「農村から都市への移動（地方内向都移動）」カテゴリーについて言及する0「年乱については

農村間移動同様に，1次項でマイナス2次項でプラスに有意となっている0「世帯人員数」は全ての地方

でマイナスに有意となる結果（世帯内人員数が多いほど，地方内向都移動のインセンティブが弱くなる）

が得られている。「女性」ダミーは，東北タイにおいてプラスに有意，その他3地方は有意ではないとい

ぅ結果となった。東北タイでは女性の移動性向が男性よりも高いことを示している0

「配偶者」，「子息（既婚）」，「子息（未婚）」（レファレンスグループは世帯主サンプル）ダミーの各続

柄ダミー札有意水準の差はあるがほとんどがマイナスに有意な結果となっている0これは農村間移動

と同様に世帯主単身で移動するケースもあるための影響と推測される。また，「その他の親類，使用人」

ダミーの結果は，中部タイ以外がプラスに有意となった0これは農村間移動と同様に，同居や仕事をす

るために移動をしてきていることの影響と推測される0

「既婚」，「離婚等」ダミーは，ともにマイナスに強く有意となり，婚姻経験があるサンプルは，地方内

向都移動の性向が低い傾向にある0この結果は，農村問移動と異なり，婚姻のために都市へと移動する

サンプルが少ないことなどが考えられる0

学歴ダミーは，4地方で「中学歴」，「高学歴」ダミーともにプラスに有意であり，係数は高学歴ゐ方が

高く，学歴が高くなるほど，地方内向都移動を行う傾向が高い0

職業ダミーは，向都移動という移動の性格上，「専門・技術職業」，「経営・管理職業」，「事務職業」ダ

ミーなどの，都市型とでもいうべき職業に従事しているサンプルに関しては，全ての地方でプラスに強

く有意となった。そして「農林水産業」や「炭坑作業員」といったより農村色の強い職業に関しては，

全ての地方でマイナスに強く有意となっている0

3．3　地方外向都移動

最後に「農村から都市への移動（地方外向都移動）」カテゴリーについて言及する0南タイで年齢の2
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次項が有意ではないが，その他の地方については，農村問移動，地方内向都移動同様に，1次項でマイナ

ス2次項でプラスに有意となっている。「世帯人員数」は全ての地方でマイナス（世帯内人員数が多いほ

ど，地方外向都移動のインセンティブが弱くなる）だが，有意なのは東北タイと南タイのみで，出身地

方別に違いが見られている。「女性」ダミーは，中部タイと南タイでマイナスに有意となり，北タイ，東

北タイでは有意ではない，という結果であった。これは性別による影響の違いが出身地方別に見られた

ことを示している。

「配偶者」ダミーは，東北タイのみがプラスに有意となり，その他3地方は有意な結果とならなかっ

た。「子息（既婚）」，「子息（未婚）」ダミーは，マイナスで強く有意な結果となっている。これは世帯主

単身で移動するケースがあるための影響と推測される。また，「その他の親類，使用人」ダミーの結果は，

南タイのみでプラスに強く有意となった。この結果は，同居や仕事をするために移動をしてきているこ

との影響と推測されるが，家族構成等に出身地方別の違いが存在する可能性を伺わせる。

「既婚」，「離婚等」ダミーは，ともにマイナスに強く有意となり，婚姻経験があるサンプルは，地方外

向都移動の性向が低い傾向にある。この結果は，地方内向都移動と同様に，h婚姻のために都市へと移動

するサンプルが少ないことなどが考えられる。

学歴ダミーの結果は，興味深いものとなった。人口移動の規定要因として極めて重要である学歴ダ

ミーのうち「中学歴」ダミーが，中部タイでは有意とはならなかった。更に，東北タイでは，「中学歴」，

「高学歴」ともにマイナスで有意ではない結果となった。これらの結果は学歴水準が地方外向都移動に

は，有意な影響をもたらしていないことを表している。人口移動における東北タイとバンコクの結びっ

きは強いが（栗田（2003），松園（1998）等），その主な人々は都市のインフォーマルな雑業層に従事する

者が多い。彼らの教育水準は相対的に低いため，その影響を反映した結果といえよう。しかし，北タイ，

南タイでは，「中学歴」，「高学歴」ダミーともにプラスに有意であり，係数は高学歴の方が高く，学歴が

高くなるほど，地方外向都移動を行う傾向が高いという結果が得られた。

職業ダミーでも，地方別に異なる結果が得られた。「専門・技術職業」，「経営・管理職業」といった専

門職が強く，都市型の職業では，中部タイでプラスに強く有最北タイと東北タイでマイナスに強く有

意，南タイの結果は有意ではない，といったように出身地方別で異なる結果が得られた。その他の職業

でも，農村間移動や地方内向都移動とは異なり，出身地方別の違いがより顕著に見られた。

考　察

本項の目的は，人々が農村を起点とした移動を行う場合に，移動を促進，または抑制する要因は何で

あるか，あるいは移動を選択する要因は何であるのか，を確認した上で，最終的にそれらの要因の影響

が出身地方毎に異なるのかどうかを，先行研究などで言及されている規定要因などをもとに明らかにし

ていくことにあった。分析の結果から，人口移動における規定要因の影響は，性別，学歴，職種などの

変数で出身地方の別によって異なることが明らかになった。

例えば，池本（2000）では，タイでは国内人口移動が頻繁に生じているのにもかかわらず，地方間，地

域間での所得格差が縮小しないのは何故なのかという問題に対して，地方毎に異なる産業構造や職種構
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造，教育水準の高低などの問題をあげており，これらの差違が地方間である種の均衡状態にあるために，

同一の教育水準問でのみ移動が生じ，地方間格差が維持され続けることを議論している0

更に，バンコクへの移動者が居を構えるとされるスラム地区の調査を行ったSorpon（1992）によれ

ば，1985年調査ではスラム世帯主の41・4％，世帯員では65・3％がバンコク生まれであった0つまり，

移動者が住むためのスラムというよりは，1960～1970年代にバンコクへと移動してきた人々がスラム

に居を構え，そして彼らの子供世代にあたる第二世代がスラムで世帯を持つという居住構造へと変化し

ているのである。また，松園（1998）によれば，90年代においては，自営業（露天商やトゥクトゥクなど

の運転手等の零細自営業）中心の都市雑業層は都市に住むスラム住民によって占められることが多く

なっており，バンコクへの移動者を吸収しているのは，かつて典型的なインフォーマル部門といわれた

自営的な都市雑業層よりも，住み込み労働者や雑役といった不安定賃金労働者層へとシフトしているこ

とが指摘されている。

このような歴史的に形成された特定の地方間，地域間におけるネットワークの存在故に，人口移動を

行った先で参加可能な労働市場が，一出身地方や地域などの別によ－つて異なる可能性は高い90例えばi中

西（1995）では，バンコクのスラム内で，1960年代や70年代といった早い時期にバンコクへと移動を

してきた中部タイ・北タイ出身者と1980年代以降の最近になって移動者が増加してきた東北タイ出身

者との問には，「雇用者（中部タイ，北タイ出身者）」vs「被雇用者（東北タイ）」の関係が見られること

が述べられている。つまり出身地方別に明らかな職種構造の違いが生じているのである。そして，この

様な主従関係の存在から中部・北部出身者には東北部出身者に対する差別感が存在していること等を指

摘している。

このような先行研究の知見と本稿での実証結果を顧みれば・人口移動の決定には，先行研究で議論さ

れてきた年齢，性別といった規定要因だけではなくi出身地方が持つ自然生態環境といった風土的な要

因から，その地方の産業構造，また農村一都市問で形成されるネットワークの有無といった社会・経済

的な要因まで幅広い地方の多様性の影響を受けていることが理解される（DeJong（2000））0そしてそれ

個人属性

世帯属性　等

年齢．性別．学歴．職業
世帯構成．続柄
ネットワーク

出所：筆者作成

図2　移動の決定メカニズム
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表3　居住地方別に見た移動理由

（単位：％）

バンコク　　　中部タイ　　　北タイ　　　東北タイ　　　南タイ　　　　全体

全体　　　87．9
求職　　男性　　　91．5

女性　　　84．1

37．6　　　　　　12．8

41．4　　　　　　13．5

32．5　　　　　　11．5

0　9　45　4　5

25．7　　　　　　26．8

29．8　　　　　　26．5

20．0　　　　　　27．4

全体
転職　　男性

女性

5　1　92　3　1

9．2　　　　　　　9．7

11．7　　　　　11．3

5．8　　　　　　　7．2

1　3　86　6　5

7　0　77　9　5

体
性
性

全
男
女

病疾

0　0　00　0　0

0　0　00　0　0

l

　

1

　

0

0

　

0

　

0

l

 

l

　

1

0

　

0

　

0

0　0　00　0　0

l

　

1

　

0

0

　

0

　

0

体
性
性

全
男
女

学就

3　1　62　2　2 2　2　30　0　0 3　2　40　0　0

2　1　20　0　0 3　3　40　0　0

5　4　7

0　0　0

体
性
性

全
男
女

伴随

0

　

ユ

　

4

6

　

2

　

0

1

6　6　1

3

0

通

4

5

839

2
7
．
弘
3
4
．

8

　

（

U

O

　

9

7

．

8

　

2

．

3

　

2

　

5

8

　

ウ

山

　

3

7

　

1

　

8

2

　

2

　

3

体
性
性

全
男
女

省帰

5　4　50　0　0

4
3
．
1

8
9
7

8　0　87　3　83　4　2 3　5　77　0　05　6　5 7　8　14　5　31　1　1

2　7　10　4　3

3　3　2

体
性
性

全
男
女

他のそ

7　9　50　0　0 0　8　14　7　91　　1

0　1　26　7　4 5　8　93　3　2 5　5　49　2　5

1

9　3　86　8　4

（出所）労働力調査の個票データより筆者作成

らの環境要因が異なるために，同じ学歴や性別であったとしても，地方ごとに影響が異なるという分析

結果を生じさせたと考えられる（図2）。例えば，表3は労働力調査の個票データから地方別の移動理由

を見たものだが，これを見ても地方によって移動の理由が大きく異なることが見て取れる。

おわリに

これまでの既存研究においても，出身地域の自然環境や文化習慣などが人口移動の決定に重要な要

因であることは認識されていたが，それらはあくまで地域要因を，実証分析の説明変数として採用する

ような方法で，その効果の違いを検証し たものが多く，地方属性の違いを議論の中心に据えた論考は少

なかった。しかし，池本（2000）が指摘しているように，タイでは国内の人口移動が頻繁に起きても地方

間格差はほとんど縮小しておらず，地方や地域といった分析単位に焦点をあてたより構造的な分析が望

まれているといえよう。従来型のマクロ分析やミクロ分析に併せて，労働力調査のように一国全体にわ

たる大規模なマイクロデータを用いて地方ごとの分析を行い，それぞれの地方ごとに異なる規定要因の

影響度を比較検討することや，地方間差違を検証することを目的としたより詳細な人口移動調査を設

計・実施することなどで，そのような構造的な理解を深めることに貢献出来るだろう。

ただし本稿では，こうした構造的な分析の段階には至っていない。それはタイ全体の包括的な議論を
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行うことで，地方間差違の議論を行う上での問題点を抽出することに議論の中心が据えられていたため

である。また，出身地方別に異なる移動の規定要因を探ろうと，網羅的，探索的な分析をより重視した

ための結果，変数間の内生性に十分な配慮が出来ていない100これら問題を軽減していくためにも，今後

はある特定の地方などに分析の焦点を絞ることや男女別げ一夕を分割し分析を行う，といったより構

造的な人口移動の決定プロセスを明示的に議論していく等の改良が必要となるであろう0そして，それ

ら作業は本稿の分析意義をより深めるために必要であるが，これら課題については別稿にて議論した

い。
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注

1都市と農村間での期待賃金格差が移動を促すとするハリス＝トグロモデル（HarrisandTodaro（1970））などが

ある0また，途上国の人口移動に関する最近のサーベイとして，rLucas（1997）や－TaylorandMartin（2081），
赤林（2001）等がある。

2　更に都市地域，衛生区域，農村地域（非都市区域）の3つの地域によって分類することが多い。衛生区域とい

う地域は，基本的には，都市地域と農村地域の中間に位置するような地域を指すが，その内実は，都市地域に
近いもの，農村地域に近いもの，と様々である。

3　詳しくは，末贋編（1998）を参照されたい。

4　労働力調査では，前居住地域を調査するが，その選択肢は「都市部」か「非都市部」という2者択一となって

おり，居住地域の選択肢である「都市区域」，「衛生区域」，「非都市区域（農村区）」のカバレッジと異なってい

る。このため，本稿では前居住地が「非都市部」と解答したものを「農村居住」とし，分析を行った。

5　東南アジア諸国におけるインフォーマル就業に関しての理論的な考察としては，中西（1994），中西・新津
（2001）などが詳しい。

6　タイの教育制度は，1974年より6－3－3－4制を敷いている。義務教育は現在では初等教育（小学校）6年と中

等教育前期（中学校）3年になっている。しかしながら労働力調査では，1974年以前に教育を受けた層も多く

調査対象となるため，就学年数を聞く質問とは独白に，旧教育制度（4－3－3－2－4制）に照らし合わせて，初等

教育下級（4年間）修了といった教育水準変数を調査終了後のデータ集計段階で作成しており，本稿での3区

分もそれらの分類の組み合わせに従ったものである。なお，2001年の労働力調査からは，この教育水準変数
も，現行の教育制度に沿う形で作成されている。

7　中部タイ等の工場には，近隣の農村からバスなどの交通手段を利用して通勤してくる労働者が多数いることが

報告されている（末廣（1997））。

8　これらの移動プロセスを確認するためには，前居住地だけではなく，出生地などをも含めた居住地の履歴情報

が必要となる。しかし，労働力調査では，前居住地以外の情報は得られないため，これ以上の確認は困難であ
る。

9　人口移動におけるネットワークの働きに関してはTaylor（1986）やPessino（1991）らを参照されたい。

1g‾フこロ‾移動初実証研究古着市〒∴古布首問題首完蒼に丁テ千古二元子音吉盲あ国頭吉元ら示七は，Lucas（2000）
が詳しい。
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